
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　予定 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成２９年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 波岸康幸

全体計画 平成27年度 ～ 平成31年度 経費区分 実施計画事業費 内線 ３６３０

事務事業名 10600 公民館整備事業

所　　属 130600 市民共創部・中央公民館

施　　策 04011800 生涯学習の機会充実

会計 01 一般会計
予算

科目 100602 教育費・社会教育費・公民館費
科目

事業 970000 公民館整備事業

事業目的 事業概要・効果 

中央公民館、地域公民館の老朽化に伴う改修等 東日本大震災並びに長野県北部を中心とする地震発生

以降、地域の中での公民館の役割が見直されてきてい

る。また、地域公民館は料理実習室やホールがあるた

め、有事の際は避難所としての活用ができる。

公民館の設置者は、社会教育法第２１条で市町村とさ

れている。

内

公民館は、これからの

部

共創にむけて、また、

評

地域づく

りや地域振興

価

面からも必要であり、

【

維持改修を計画的

に行

二

う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年

次

度実績及び予定

平成2

】

7年度　実績 平成28

1

年度　実績

日滝地域公

頁

民館の解体及び建替え

平

工事。 旧豊丘地域公民

成

館解体工事。

豊丘地域

２

公民館の建替え工事。

９

日滝地域公民館太陽光

年

発電設備設置工事。

 

度

豊丘地域公民館太陽光

　

発電設備設置工事。

 

行

中央公民館防災施設整

政

備工事。

  

平成29

評

年度　予定 平成30年

価

度　予定

平成31年度

事

　予定 平成32年度　

業

予定

別シート

実計対象 評価対象



正規職員 0.0 0.1
人員数

嘱託職員 0.0 0.0
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 0.0 721.9

人　員 嘱託職員 0.0 0.0

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 0.0 721.9

市民一人当たりの経費 1.1 0.0

総額 55,935.0 721.9

（単位：千円）

平成28年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費 0

11節 需用費 0

日滝、豊丘地域公民館改修工事監理業務委託
13節 委託費 1,609

豊丘、日滝太陽光発電施設設置工事設計、監理業務設計業務

日滝、豊丘地域公民館改修工事
15節 工事請負

内

費 54,202
旭ヶ丘

部

ふれあいプラザ駐車場

評

整備工事

上水道事業受

価

益者負担金
19節 負

【

担金補助及び交付金 1

二

24

その他 0

次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成28年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成28年度 平成29年度

決　　　算 予　　　算

事業費 55,935 0

国庫支出金 4,181 0

特 定 都道府県支出金 29,970 0

財 源 地方債 15,850 0

その他 0 0

一般財源 5,934 0



委

ないか

冷暖房等使用料

託

徴収により僅かながら

費

もコスト削減につなが

1

った。

評   価

コメ

5

ント

振り返り（決算年

節

度の取組み課題）

計画

 

的に整備していく必要

工

があるのいで、財源確

事

保が課題である。

請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成29

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

8節  報償費 0

11

平

節 需用費 0

13節 

成

委託費 0

15節 工事

2

請負費 0

19節 負担

9

金補助及び交付金 0

そ

年

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

度

評価

項目 評価観点 評価

当

内容

・市民の生命・財

初

産を守るため市が実施

予

することが必要不可欠

算

な事業であるか

・行政

　

内部の管理運営上必要

事

な事業であるか

必 要

業

 性 ・市が主体となり

費

実施すべき事業か 高い

の

・法的な根拠や公的関

内

与の妥当性はあるか

・

訳

目的は結果（施策の目

主

指す理想）に結びつい

な

ているか

地域の小さな

節

拠点として整備が必要

金

。

評   価

コメント

額

・事業の成果は上がっ

内

ているか

・目標に対す

容

る達成度は十分か

有 

8

効 性 ・市民生活上の

節

課題解決に貢献してい

 

るか 有効

・行政内部の

 

管理上の課題解決に貢

報

献しているか

・事業の

償

目的が達成できるよう

費

な事業内容になってい

1

るか

トイレ改修等によ

1

り快適な施設環境にな

節

った。

評   価

コメ

 

ント

・成果を落とさず

需

にコストを削減する方

用

法はあるか

効 率 性

費

・効率性向上に努めて

1

いるか やや向上

・使用

3

料などの受益者負担や

節

補助対象事業の範囲な

 

ど、財源確保の余地は



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 統合・終了 次年度以降の方向性 統合・終了

総合評価コメント ２次評価コメント

計画的な整備のため財源確保が必要。 公民館西館及び団体事務室の対応（取り壊し等）につ

いて

財源も併せて検討の必

内

要がある。

外部評価

次

部

年度以降の方向性

外部

評

評価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


